令和元年度　北河内圏域在宅医療懇話会　議事概要
日時：令和元年８月28日（水）午後２時～４時
場所：寝屋川市保健所　講堂　

■議題（１）　地域医療介護総合確保基金（医療分）、死因調査報告
資料１－１から１－４、資料２に基づき、説明

　「主な質問・意見なし」
■議題（２）　在宅医療の推進について
①在宅医療・介護連携推進事業の進捗状況について
資料３に基づき、各市から取組みについて報告

「主な質問・意見」
　・各市で入退院連携シートを作っているが、各市で作成したツールの共有はしているのか？
　事務局より→昨年度の懇話会のグループ討議でもツールが話題になり、事務局が取り寄せて
　各市へ配布した。
②北河内二次医療圏の概要
③圏域（市町村）別データ等の説明
資料４，５に基づき、事務局から説明

　「主な質問・意見」
　・2006年に在宅療養支援診療所ができ、その後機能強化型等が出来てきたが、12年間みてき　
　　てなかなか増えなかったものが本当にニーズとしてあるのか精査が必要ではないか。
　・在宅支援診療所等を増やすのが、本当に目指すべき姿なのか議論が必要。
　・資料４のスライド４について、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅が増えているということ、各介護等の定員数の推移とあるが、有料老人ホームは住宅型もあり、サービス付き高齢者向け住宅はそもそも住宅であって施設ではないが、こういう資料の時には施設等という括りの中になるということを強く印象にもった。
④平成30年度在宅医療懇話会における主な意見等
⑤グループ診療棟についての意見交換
　資料６、７、８、参考資料１，２に基づき説明後、3グループに分かれてグループ討議を行
う。
（グループワーク）
【急変時対応】
・医師会の委員より、訪問診療が進まない理由には、24時間365日に縛られること、点数の算定がしにくいことがある。
・北河内圏域ではあるべき姿と現実のギャップが大きく在宅医療に対する医師の温度差がある。

・急変時にキーパーソンと連絡が取れる体制や仕組みづくりが必要。

・入院時の情報共有について、特別養護老人ホームや老人保健施設からは、サマリー等ですぐに情報共有ができる。しかし、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅（以下、サ高住）は訪問診療が遠方、提携医師が他市であることから情報がすぐに届かず、連携しにくい状況である。
・有料老人ホームやサ高住は、右肩上がりで増加しているにもかかわらず、指導・監査機関のセクションがないため、困っていることをフィードバックできない。

【看取り】

・看取りについてはACP、家族の考え、後方支援病院との関係が大切である。

・薬剤師会の委員より、医介連携のワーキングでACPカードを作成している。
・在宅看取りに対する家族の啓発、教育については、なるべく早い時期から先のイメージを伝えられる人が必要。
・病院の医師、看護師への啓発も必要

・死の話がまだタブー視されている傾向があり、家族に対して「どう看取るか」という話をする事が難しい。まずは、在宅支援を行うスタッフが、死の概念や向き合い方について、共通認識をもつための研修等が必要。

・ACPカードにしてほしい（してほしくない）処置について記入し、エンディングノートと併せて記載し、在宅から入院した時、入院から在宅に帰る時、サービス担当者会議のタイミングで確認していくことが重要。
【日常の療養支援】

・在支診が増えない原因として、24時間、365日の体制確保の問題がある。

・休日や夏休み期間中の体制が課題。医師会が中心になって在宅診療を進めていく方向になり、新規開業された診療所に声をかけるなどしているが、様子見の状態である。

・終末期に対応できる薬局が少ない。24時間、365日がネックとなり、対応件数が増えるとスタッフが疲弊する。

・地域の有床診療所から、休日にレスパイトに近い形での入院依頼があるが、急性期病棟では報酬的にメリットがないため受入れが難しい。地域と病院がお互いに良い形になるにはどうすれば良いのかと思う。

・地域包括ケア病棟でレスパイト入院を受けているが、年間10件程度と少なく、訪問看護からの相談が多い。今後はケアマネへの周知が必要だと考えている。

・在宅療養支援病院の要件が200床未満のため、在宅医療に参入したくてもできない病院があり、要件を緩和してほしい。

【入退院支援】

・今回各市からの報告で、入退院連携シートの作成報告があったが、入院時と同時にいただけ

たら在宅移行時に役に立つと思う。

・薬剤師会も入退院連携シートを作成し、かかりつけ薬局で取り組む予定であるが、いくつも連携シートがあるより、各市で作っている入退院連携シートに薬剤・薬局情報を入れてほしい。
【グループ診療】

・医師会の委員より、医師同士のコンタクトが必要であり、考え方が異なると難しい。もともと連携している医師同士がグループ診療している場合は成功するのではないか。

・訪問看護は、医師同士の仲介の役割もできるため、気軽に使ってもらいたい。

・グループ診療に取り組んだが、診療報酬のとり方が難しい。モデル事業をしていたところも、事業終了後は進んでいないと聞いている。

・グループを構築するためには、人員体制のとれる規模の医療機関が入っていることが必要。
・家族が「日頃からみてもらっている先生に看取ってもらいたい」と希望される場合、グループ診療ではそれが叶わない可能性があるため在宅看取りに踏み切れない。
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